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　全国的にも、本市においても将来推計人口は減少傾向が予測されます。本市の被保険者の人
口についても減少することが予測されますが、年齢構成でみると、74歳以下の人口が減少傾
向となっている一方で、75歳以上の人口は増加傾向となっており、被保険者に占める後期高
齢者（75歳以上）の割合は令和7年度には29％に達することが見込まれています。

1 被保険者人口の現状と推計

〈沼津市の第１号・第２被保険者の推移〉

（単位：人）
平成3０年 令和元年 令和 ２年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 ７年

被保険者総数 128,222 128,087 128,204 127,828 127,281 126,682 125,131

第 1 号被保険者 60,294 60,591 61,040 61,204 61,240 61,313 61,281

85歳以上 9,176 9,488 9,982 10,386 10,790 11,057 11,626

７5～84歳 21,109 21,719 21,902 21,603 22,423 23,343 24,702

６5～７4歳 30,009 29,384 29,156 29,215 28,027 26,913 24,953

第 ２ 号被保険者 67,928 67,496 67,164 66,624 66,041 65,369 63,850
資料：沼津市（各年10月１日）
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　要支援・要介護認定者数は年々増加し、令和７年度の認定者数は10,539人、第１号被保険
者に対する出現率は17.2％と推計されます。

2 要支援・要介護認定者の現状と推計

〈介護度別認定者数の推移（第１号・第２号被保険者合計）〉

平成3０年 令和元年 令和 ２年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 ７年

要支援 1（人） 1,636 1,538 1,357 1,267 1,308 1,343 1,394

要支援 ２（人） 1,431 1,571 1,638 1,682 1,740 1,777 1,841

要介護 1（人） 1,691 1,647 1,682 1,712 1,775 1,836 1,913

要介護 ２（人） 1,318 1,343 1,436 1,513 1,563 1,600 1,674

要介護 3（人） 1,207 1,290 1,353 1,411 1,481 1,522 1,587

要介護 4（人） 1,215 1,232 1,226 1,219 1,264 1,301 1,354

要介護 5（人） 699 660 698 720 737 752 776

総　　数（人） 9,197 9,281 9,390 9,524 9,868 10,131 10,539

出現率（％） 15.3 15.3 15.4 15.6 16.1 16.5 17.2
資料：沼津市（各年10月１日）
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　これまでの各サービスの利用実績をもとに、介護給付・予防給付の回数や人数を推計しました。
[年間サービス量＝（１月当たりの回数、人数、日数）×12月]

3 介護保険サービス量の見込み

（ １）介護給付

介護サービスの種類 単
位

実　　績 見　込 第 9次計画
令和 ７年度

平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

居宅サービス
居宅介護支援 人 41,312 41,377 42,828 44,292 46,632 48,408 48,552
訪問介護 回 458,880 489,207 527,161 575,440 604,525 629,195 621,276
訪問入浴介護 回 8,501 7,683 9,254 9,148 9,720 10,176 9,926
訪問看護 回 67,962 66,622 69,461 71,621 77,686 80,021 78,686
訪問リハビリテーション 人 5,464 5,791 6,683 6,842 7,304 7,565 7,780
居宅療養管理指導 人 14,738 15,352 16,284 17,256 18,456 19,212 18,936
通所介護　 回 173,726 175,115 182,784 183,431 189,558 197,999 198,796
通所リハビリテーション 回 53,785 54,221 54,355 56,063 57,798 59,195 59,521
短期入所生活介護 日 73,335 69,906 63,148 61,242 65,564 68,213 67,705
短期入所療養介護 日 2,473 2,501 2,023 2,237 2,244 2,327 2,327
福祉用具貸与 人 28,557 29,351 31,236 33,372 36,264 37,896 37,692
居宅介護福祉用具購入 人 457 364 444 432 468 480 492
居宅介護住宅改修 人 365 343 396 420 456 468 480

居宅サービス（地域密着型）
地域密着型通所介護 回 101,945 104,272 102,395 101,038 103,535 105,800 106,416
認知症対応型通所介護 回 15,180 15,722 17,032 17,092 17,684 18,532 18,442
小規模多機能型居宅介護 人 1,576 1,510 1,464 1,464 1,524 1,596 1,584
定期巡回・随時対応型
訪問介護看護 人 198 211 204 228 252 264 264

看護小規模多機能型
居宅介護 人 303 431 480 564 600 624 624

施設サービス
介護老人福祉施設 人 9,592 9,516 9,432 9,432 9,432 9,432 11,004
介護老人保健施設 人 6,845 6,848 7,236 7,260 7,260 7,260 8,436
介護療養型医療施設 人 265 172 60 60 60 60 0
介護医療院 人 25 105 252 252 252 252 372
特定施設入居者生活介護 人 3,532 3,971 4,248 4,488 4,668 4,788 4,980

施設サービス（地域密着型）

地域密着型
介護老人福祉施設 人 757 1,054 1,080 1,068 1,068 1,068 1,140

認知症対応型
共同生活介護 人 4,356 4,257 4,260 4,332 4,440 4,512 4,704
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（ ２）予防給付

介護サービスの種類 単
位

実　　績 見　込 第 9次計画
令和 ７年度

平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

居宅サービス
介護予防支援 人 18,608 19,546 19,848 20,220 21,552 22,476 23,304
介護予防訪問入浴介護 回 115 229 331 274 319 319 319
介護予防訪問看護 回 19,836 22,151 24,053 25,931 26,364 26,839 27,760
介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 回 2,968 2,383 2,324 2,194 2,342 2,342 2,532
介護予防居宅療養管理指導 人 1,877 1,794 1,752 1,716 1,752 1,788 1,848
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 人 5,676 6,315 5,976 5,628 5,700 5,760 5,988
介護予防短期入所生活介護 日 4,030 3,802 3,113 2,508 2,515 2,506 2,582
介護予防短期入所療養介護 日 0 74 338 391 391 391 391
介護予防福祉用具貸与 人 14,257 15,173 15,564 15,924 16,944 17,580 18,228
介護予防福祉用具購入 人 315 328 312 300 312 324 336
介護予防住宅改修 人 340 347 312 288 288 288 312

居宅サービス（地域密着型）

介護予防認知症対応型
通所介護 回 65 202 38 46 46 46 46

介護予防小規模多機能型
居宅介護 人 188 221 240 228 240 252 252

施設サービス

介護予防特定施設
入居者生活介護 人 992 1,164 1,080 1,104 1,128 1,164 1,200

施設サービス（地域密着型）

介護予防認知症対応型
共同生活介護 人 27 45 12 0 0 0 0
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（ 3）総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）

　要支援・要介護認定を受けるようになっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けること
ができるよう、介護保険サービスの充実を図るため事業所の整備を推進します。

（ ４）施設の整備計画

① 施設・住居系サービス施設� ＜長寿福祉課＞

介護サービスの種類 単
位

実　　績 見　込 第 9次計画
令和 ７年度

平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

第 1号訪問事業
介護予防訪問サービス 人 10,747 10,421 10,152 10,460 11,503 12,658 15,180
基準緩和型訪問サービス 人 89 75 24 62 69 75 91

第 1 号通所事業
介護予防通所サービス 人 12,575 12,994 13,144 12,929 14,218 15,647 18,763
基準緩和型通所サービス 人 1,103 1,258 1,075 1,147 1,261 1,388 1,665

第 1 号介護予防支援事業
（介護予防ケアマネジメント） 人 12,050 12,160 11,579 11,952 13,144 14,465 15,769

（単位：床）

種　　類
見　　込 第 9次計画

平成3０～令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

整備数 0 0 0 0

累　計 800 800 800 800

介護老人保健施設
整備数 0 0 0 0

累　計 623 623 623 623

混合型特定施設
整備数 0 0 0 0

累　計 599 599 599 599

地域密着型介護老人福祉施設
（地域密着型特別養護老人ホーム）

整備数 0 0 29 0

累　計 87 87 116 116

認知症対応型共同生活介護事業所
（認知症高齢者グループホーム）

整備数 0 0 18 0

累　計 378 378 396 396

介護医療院
整備数 0 15 0 0

累　計 0 15 15 15

※第８次計画にて整備目標とした認知症対応型共同生活介護事業所（認知症高齢者グループホーム）については、引き続き整
備に向けた取り組みを進めます。
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② 地域密着型サービス拠点� ＜長寿福祉課＞

（単位：か所）

種　　類
見　　込 第 9次計画

平成3０～令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症対応型通所介護事業所
（認知症対応型デイサービスセンター）

整備数 0 0 0 0

累　計 10 10 10 10

小規模多機能型
居宅介護事業所

整備数 0 0 0 0

累　計 6 6 6 6

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所

整備数 1 0 1 0

累　計 2 2 3 3

看護小規模多機能型
居宅介護事業所

整備数 2 1 0 0

累　計 3 4 4 4

※第８次計画にて整備目標とした小規模多機能型居宅介護事業所については、引き続き整備に向けた取り組みを進めます。
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　介護保険サービス量の見込みに基づいて算出しました。

4 介護保険サービス事業費等の見込み

（ １）介護給付費
（単位：千円）

介護サービスの種類
実　　績 見　込 第 9次計画

令和 ７年度
平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

居宅サービス

居宅介護支援 604,666 611,430 625,321 646,540 682,889 709,575 708,735
訪問介護 1,187,275 1,294,481 1,425,075 1,553,982 1,631,229 1,697,756 1,679,959
訪問入浴介護 101,788 93,000 113,131 111,821 118,827 124,424 121,355
訪問看護 346,435 334,739 345,183 354,647 385,034 397,109 389,931
訪問リハビリテーション 15,105 16,125 18,678 19,127 20,428 21,165 21,750
居宅療養管理指導 164,381 171,087 182,695 193,686 207,180 215,724 212,405
通所介護 1,289,756 1,306,242 1,375,771 1,379,508 1,432,690 1,498,647 1,496,457
通所リハビリテーション 425,854 429,028 437,130 451,590 468,410 480,949 481,511
短期入所生活介護 566,803 546,561 505,735 489,216 522,978 544,322 538,681
短期入所療養介護 25,551 26,925 22,594 25,255 25,328 26,137 26,137
福祉用具貸与　 406,992 417,343 452,534 478,474 521,119 545,208 536,440
居宅介護福祉用具購入 13,941 11,113 14,117 13,506 14,577 15,182 15,553
居宅介護住宅改修 34,830 32,204 39,449 41,939 45,411 46,703 47,898

居宅サービス（地域密着型）

地域密着型通所介護 815,237 839,118 832,784 821,011 846,575 866,675 867,011
認知症対応型通所介護 155,046 162,654 181,233 181,921 188,114 197,326 195,812
小規模多機能型居宅介護 323,803 306,344 299,734 298,825 313,432 328,224 322,751
定期巡回・随時対応型
訪問介護看護 21,687 26,513 22,793 26,133 30,572 31,435 31,435

看護小規模多機能型
居宅介護 86,231 111,907 136,742 160,600 171,388 179,298 177,714

施設サービス

介護老人福祉施設 2,343,296 2,369,160 2,404,502 2,405,400 2,405,400 2,405,400 2,793,262
介護老人保健施設 1,911,414 1,923,962 2,084,477 2,088,757 2,088,757 2,088,757 2,416,909
介護療養型医療施設 88,965 56,657 19,716 19,716 19,716 19,716 0
介護医療院 8,440 34,901 94,380 93,435 93,435 93,435 135,431
特定施設入居者生活介護 680,653 774,842 834,014 879,456 917,038 941,428 978,799

施設サービス（地域密着型）

地域密着型
介護老人福祉施設 205,722 278,121 292,792 289,225 289,225 289,225 310,142

認知症対応型
共同生活介護 1,073,661 1,075,894 992,458 1,011,602 1,038,122 1,056,350 1,101,406

合　　　　計 12,897,530 13,250,352 13,753,038 14,035,372 14,477,874 14,820,170 15,607,484
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（ ２）予防給付費
（単位：千円）

介護サービスの種類
実　　績 見　込 第 9次計画

令和 ７年度
平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

居宅サービス

介護予防支援 84,404 88,358 89,449 91,146 97,155 101,319 105,051
介護予防訪問入浴介護 929 1,835 2,737 2,261 2,638 2,638 2,638
介護予防訪問看護 79,817 90,126 97,234 104,720 106,460 108,406 112,122
介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 8,310 6,664 6,690 6,314 6,741 6,741 7,287
介護予防居宅療養管理指導 17,754 17,576 16,989 16,654 17,011 17,353 17,934
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 178,743 203,512 202,937 194,867 197,832 199,409 207,233
介護予防短期入所生活介護 20,267 20,527 17,200 13,931 13,918 13,873 14,311
介護予防短期入所療養介護 0 481 2,072 2,396 2,396 2,396 2,396
介護予防福祉用具貸与 80,278 85,318 88,288 90,647 96,384 100,081 103,766
介護予防福祉用具購入 8,376 8,746 8,421 8,070 8,382 8,714 9,027
介護予防住宅改修 35,498 36,268 31,548 29,097 29,097 29,097 31,527

居宅サービス（地域密着型）

介護予防認知症対応型
通所介護 498 1,331 367 436 436 436 436

介護予防小規模多機能型
居宅介護 12,732 14,590 15,199 14,610 15,199 16,215 16,215

施設サービス

介護予防特定施設
入居者生活介護 73,560 85,995 88,961 93,468 95,777 98,801 101,825

施設サービス（地域密着型）

介護予防認知症対応型
共同生活介護 5,820 9,720 0 0 0 0 0

合　　　　計 606,984 671,048 668,093 668,617 689,426 705,479 731,768
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（ 3）その他給付費

（ ４）地域支援事業費

（単位：千円）

介護サービスの種類
実　　績 見　込 第 9次計画

令和 ７年度
平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

沼津市特別給付 42,491 47,127 48,819 49,777 51,345 52,558 56,655

高額介護サービス費等 306,916 339,616 352,468 359,689 371,029 379,800 410,110

高額医療合算介護サービス費等 8,870 44,718 46,402 47,349 48,842 49,997 53,978

特定入所者介護サービス費等 426,141 430,882 447,196 456,362 470,749 481,879 520,343

算定対象審査支払手数料 11,054 11,310 11,716 11,946 12,323 12,614 13,597

合　　　計 795,472 873,653 906,601 925,123 954,288 976,848 1,054,683

（単位：千円）

介護サービスの種類
実　　績 見　込 第 9次計画

令和 ７年度
平成3０年度 令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

介護予防・日常生活支援
総合事業 544,172 556,553 589,464 590,126 590,300 590,596 591,188

包括的支援事業 289,825 303,915 312,788 332,107 353,716 371,390 406,739

任意事業 67,756 72,135 82,909 83,967 86,853 89,711 95,427

合　　　計 901,753 932,603 985,161 1,006,200 1,030,869 1,051,697 1,093,354
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　第１号被保険者の保険料は、計画期間の令和３年度から令和５年度に必要な保険給付費、地
域支援事業費等の総額から、国、県、市の負担分及び第２号被保険者の保険料を差し引いた額
を、第１号被保険者数で割って算出します。

5 第１号被保険者の保険料

（ １）保険給付費及び地域支援事業費の財源
（単位：％）

区　　　分

保　険　料 国 県 市

第 1号
被保険者

第 ２号
被保険者

定率負担
調整
交付金※

定率負担 定率負担

保　険　給　付　費 23.0 27.0 20.0 5.0 12.50 12.50

地域支援
事業費

介予防・日常生活
支援総合事業

23.0 27.0 20.0 5.0 12.50 12.50

包括的支援事業・
任意事業

23.0 ― 38.5 ― 19.25 19.25

　介護給付費準備基金の取り崩しにより、保険料の上昇を抑制します。

（ ２）基金からの繰り入れ

基　　金　　名 繰　　入　　額

沼津市介護給付費準備基金 約441,000千円

※調整交付金の交付率は、それぞれの市町村の後期高齢者の割合や被保険者の所得段階に応じて調整されます。
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　第 1号被保険者の保険料必要額と所得段階別被保険者数の見込みに基づいて算出し、保険料
の上昇を抑制するため、介護給付費準備基金からの繰り入れを行い、基準月額を5,500円とし
て、以下のとおり一人当たりの保険料を定めました。

（ 3）保険料基準額及び所得段階別保険料

段　階 該　当　要　件 保険料率 年　額 月　額

第 1段階
生活保護受給者、世帯員全員が市民税非課税で、老齢
福祉年金受給者または本人の合計所得金額＋課税年金
収入額の合計が80万円以下

0.3 19,800円 1,650円

第 ２段階
世帯員全員が市民税非課税で、本人の合計所得金額＋
課税年金収入額の合計が80万円超え120万円以下

0.5 33,000円 2,750円

第 3段階
世帯員全員が市民税非課税で、本人の合計所得金額＋
課税年金収入額の合計が120万円超

0.7 46,200円 3,850円

第 4段階
世帯員に市民税課税者があり、本人市民税非課税（合
計所得金額＋課税年金収入額の合計が80万円以下）

0.85 56,100円 4,675円

第 5段階
世帯員に市民税課税者があり、本人市民税非課税（合
計所得金額＋課税年金収入額の合計が80万円超）

1.0 66,000円 5,500円

第 ６段階
本人市民税課税
（合計所得金額120万円未満）

1.15 75,900円 6,325円

第 ７段階
本人市民税課税
（合計所得金額120万円以上200万円未満）

1.3 85,800円 7,150円

第 8段階
本人市民税課税
（合計所得金額200万円以上300万円未満）

1.5 99,000円 8,250円

第 9段階
本人市民税課税
（合計所得金額300万円以上400万円未満）

1.7 112,200円 9,350円

第1０段階
本人市民税課税
（合計所得金額400万円以上500万円未満）

1.9 125,400円 10,450円

第11段階
本人市民税課税
（合計所得金額500万円以上1,000万円未満）

2.0 132,000円 11,000円

第1２段階
本人市民税課税
（合計所得金額1,000万円以上）

2.1 138,600円 11,550円

保険料は、条例で段階別に年額で定められています。月額は、参考に年額を12で割った額であり、実際の月額と一致しないこ
とがあります。
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　介護保険サービスの質の向上のための取組や「沼津市介護給付適正化計画」に基づき、適切
な介護保険サービスの確保と適正な介護保険給付に努めます。

　介護保険サービスに関する情報提供、介護保険サービス利用者等の意見の聴取、介護保険事
業者の指導、介護に携わる人材の育成を行います。

6 介護保険サービスの充実と円滑な利用

（ １）介護保険サービスの質の向上

① 介護保険事業者等への指導� ＜長寿福祉課＞
　介護保険サービスの提供及び有料老人ホームの運営が、適切・適正に行われるよう集団指導・
実地指導を行います。

② 介護相談員の派遣� ＜長寿福祉課＞
　介護サービス施設等を訪問し、利用者の疑問、不安等の解消を図るとともに、介護サービス
提供事業者と意見交換を行い、サービスの質の確保及び向上を図ります。

指　　標 単　位
実　績 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

介護保険事業者の
実地指導

件 43 53 60 50 50

指　　標 単　位
現状値 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

介護相談員派遣
（介護相談員）

人 ７ ７ ７ ７ ７

介護相談員派遣
（施設数）

施設数 92 91 92 92 92

介護相談員派遣
（派遣延回）

回 736 720 738 738 738
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③ 介護に携わる人材の確保・育成� ＜長寿福祉課・介護保険課・生涯学習課＞
　静岡県と連携し、県が実施する各種研修への参加勧奨を行い介護人材の確保を図ります。
　また、介護支援専門員及び介護従事者の資質向上を目指しケアプラン指導研修を実施します。
　そのほか、市内の小・中学校等での福祉教育や職場体験活動を支援し、将来介護に携わる人
材の育成に努めるとともに、関係者の意見を取り入れながら、人材確保・育成に向けた取組に
ついて検討していきます。

④ 介護の職場環境改善の推進� ＜長寿福祉課＞
　ＩＣＴの利用促進により、事務手続きの負担を減らすとともに、介護ロボットの効果的な活
用方法や作業への組み込み方について情報提供することで介護に従事する職員の身体的な負担
を軽減するよう勧奨します。

　介護保険サービスを必要とする受給者を適切に認定し、真に必要とするサービスを過不足な
く提供するとともに、その結果としての費用の効率化を通じて、高齢化社会を支える保険基盤
として将来にわたり持続可能な介護保険制度の構築を目指します。

（ ２）介護給付の適正化の推進

① 要介護認定の適正化� ＜介護保険課＞
　全ての認定調査結果の点検・確認を行い、調査内容の平準化を図ります。
　また、調査の質の確保に向け、計画的に研修を行い、認定調査員の資質向上に努めます。

指　　標 単　位
現状値 見　込 第 9次計画
令和元年度 令和 ２年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

認知症介護実践研修 人 ２ ３ ２ ３ ２

認知症対応型
サービス事業者
管理者研修

人 11 ８ ６ ７ ７

小規模多機能型
サービス等
計画作成担当者研修

人 ４ ８ ４ ５ ５

主任介護支援専門員
研修

人 14 11 11 12 11

主任介護支援専門委員
更新研修

人 12 10 10 ８ 10

介護支援専門員リーダー
養成研修会

人 ２ ４ ４ ５ ５
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② ケアプランの点検� ＜介護保険課＞
　不適正な可能性のある給付実績について、居宅介護支援事業所に対してヒアリングシートを
送付して受給者が必要とするサービスが確保されているか、または過剰なサービス提供がない
か等について確認し、必要に応じて助言・指導・個別ケアプラン点検を実施します。

③ 住宅改修等の点検� ＜介護保険課＞
　住宅改修の内容について、受給者の事前申請書類の確認や工事見積書等の全件点検と現地調
査を実施し、不適切な住宅改修を防止します。
　また、福祉用具利用者のサービス計画や申請書類を確認し、福祉用具の必要性や利用状況等
について点検することにより、不適切又は不要な福祉用具購入・貸与を防止し、受給者の身体
の状態に応じた福祉用具の活用を促進します。

④ 縦覧点検・医療情報との突合� ＜介護保険課＞
　国民健康保険団体連合会から提供される医療情報との突合情報等の帳票の点検を行い、医療
と介護の重複請求の防止等を図ります。

⑤ 介護給付費通知� ＜介護保険課＞
　受給者自身によるサービス利用状況の確認、受給者や介護保険事業者等に対して適切なサー
ビス利用の啓発を図るために、年２回、利用状況を示した介護給付費通知書を発送します。

⑥ 給付実績の活用� ＜介護保険課＞
　介護給付適正化システムを活用し、不適切な給付となる可能性があるものを抽出し、介護保
険事業者等に確認・指導を実施します。
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